
第三者評価
委員会意見

　個々の事業を勘案すると、妥当性については一定の評価ができるが、
施策内で重点的に取り組むべき事業等を明確にし、取組みに対して優先
順位をつけるべきである。
　子育て応援都市宣言を行い、進んでいる市の方向性の中で、市が行う
べき分野であるということを積極的にアピールするべきである。

既存事務事
業及び新規事
業の方向性

利用者のニーズと事業が合致するようニー
ズの把握に努め、利用率の向上を図る。

施策評価シート

年度 23 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する 担当部課名
健やかな成長と人間力をのばせるまち 健康福祉部子育て支援室
大切な命を社会全体で守り育むまちづくり施 策 名 （大） 担当部長 竹内　繁礼

１　基本情報 他課においても同一施策で事業を実施しています。2/4

目　　的
　育児をしている保護者が気軽に悩みを共有できる子育ての仲間をつくり、心理的な負担が軽減されるよう拠点を整備し、すべての
子育て家庭が必要な支援を受けられるようサービスの充実を図るとともに、閉じこもりがちな保護者への働きかけをします。
　また、ゆとりを持って子育てができるよう医療費や妊婦健康診査費の助成などを通じて、経済的負担の軽減を図ります。

２　評価指標

施 策 名 （中） 子どもを産み、育てやすい環境をつくる 担当課長 友上　啓子

まちづくり目標

③構成事務事業の妥当性 △

◎　効率的な構成である

保護者の心理的な負担や経済的負担を軽減する事業
構成となっている。

○　改善が必要な事業がある（1事業）

△　改善が必要な事業がある（複数）

▲　構成自体に問題がある

②社会情勢の反映・有効性 ○

◎　有効に対応できている

核家族化・養育力の低下等社会情勢の変化に対応し
た事業である。

○　情報把握に努めている

△　あまり対応できていない

▲　有効に対応できていない

★がつけられている指標は、基本計画に記載している「めざそう値」となります。

★地域子育て支援拠点の利用者数

指　　標　　名 単位

人
まちの子育てひろばの利用者数

行動計画の目標事業量（特定事業）の達成数

目　標実　績　値

8 8 9 -

6,543 7,383人

事業

8,000

7

21年度 22年度 23年度 27年度 32年度
22,648

7,997 8000
23,961 22,663 24,910 26,150

３　施策に対する投入資源
単位

○①目標の達成状況

◎　概ね順調に推移している

○　一定程度進展している

△　少しは進展している

▲　進展していない

子育ての負担を軽減するため、地域子育て支援拠点等
の充実や新規事業が実施されており、一定程度目標は
進展している。

24年度(予算)
事業費 円

合　　計 円

23年度(決算)22年度(決算)21年度(決算)
592,869,000

人件費 円 6,686,695 10,721,940 16,071,216 15,117,620
54,283,336 587,432,829 646,532,743

607,986,620

４　施策評価
評　価　判　定 判　定　理　由　及　び　課　題　等

60,970,031 598,402,622 662,603,959

投
入
資
源

④業務方法の効率性 ○

◎　効率的に進めている

関係機関と連携を図りながら、事業を効率的に進めて
いる。

○　改善等の余地が一部ある

△　改善等の余地が大きい

▲　抜本的な改善等が必要である

５　施策の推進に向けた今後の対応

地域子育て支援拠点の利用者数は、子育て学習センター延べ２０，９２６人、平芝保育所延べ１，６３５人、まちの子育て
ひろば（８箇所）の利用者数は延べ７，９９７人となっており、子育て中の保護者が交流する機会や場を提供し、また子育
てサークルへの支援を行うことにより、子育て家庭の心理的負担の軽減に努めた。

【成果】

⑤施策の総合評価 Ｂ

Ａ　継続
Ｂ　改善
Ｃ　再構築
Ｄ　見直し・縮減

ファミリーサポートセンター事業や子育て応援券交付事
業など保護者のニーズの把握や関係機関との連携に
努めながら、更に利用しやすい事業となるよう改善が必
要である。
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子育てサロン参加延人
数

人つどいの広場補助事業

1

0 0

新規交付決定件数の増
減

4,756 5,479

次世代育成支援対策推進事
業

子供の遊び場等設置補助事
業

６　構成事務事業

NO

事業開始年度

事　務　事　業　名
22年度

23年度
24年度

指　標　名 (単位)
投入資源(円)

事業費 人件費
22年度

目標 24年度
23年度

子育て世帯住宅取得促進奨
励金支給事業

22年度 23年度 24年度

1
43 49 35

修学旅行援助事業

実績

支給人員 人

実績

245,000 780,960

1 150,000 743,1100

補助件数 件

0

件

4

2
778,000 563,247

3

31,180,000 1,501,992
13,080,000

5,500 1,145,000 667,410

301,000 685,692

1,147,970 654,869

343,000 773,294

680,000
1,023,784

0 644,877
28,665 694,344

719 646 660 3,823,000 818,810
5

2,784,794 808,137
3,016,150 923,299

ファミリーサポートセンター事
業

加入会員数 人

6
80,120 1,338,732計画の目標事業量（特

定事業）の達成数
件

210,340
8 454,000 1,969,450

1,586,479
8 8

3,453,294
－ 131,500

応援券利用状況

7

552,308,915 5,179,263

3 3 569,849,000

617,062,453 5,599,659
4,666,560

広報等掲載回数 回子ども手当等支給事業

子育て応援券交付事業

4,585,000 4,700,000 3,404,960

9 11,156,000 1,362,194
出産祝金支給事業

223 250 12,503,000

支給件数 件

1,386,360

8 488,165

11

10

13

12

14

15

16

17

18


	施策評価シート

